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第１ 確保すべき農用地等の面積の目標その他の農用地等の確保に関する事項 

 

１ 確保すべき農用地等の面積の目標その他の農用地等の確保の基本的考え方 

（１）確保すべき農用地等の面積の目標 

  ア 確保すべき農用地等の面積の目標年及び目標設定の基準年 

     確保すべき農用地等の面積の目標年は令和１２年とし、目標設定基準年は令和元年とする。 

  イ 目標設定の基準年の農用地区域内の農地面積 

     ５１，０２５ｈａ 

  ウ これまで（基準年までの５年間）のすう勢が今後も継続した場合における目標年までの農用地区域内の農地面積の減少 

        ９９４ｈａ 

  エ 目標年までの集団的に存在する農用地等の農用地区域への編入促進 

        １５１ｈａ 

  オ 目標年までの荒廃農地の発生防止 

         ９８ｈａ 

  カ 目標年までの荒廃農地の解消 

        ９４５ｈａ 

  キ 目標年までの確保すべき農用地等の面積として各都道府県において独自に考慮すべき事由 

       －９６４ｈａ 

  ク 目標年において確保すべき農用地区域内の農地面積目標 

     ５０，２６１ｈａ 

２ 諸施策を通じた農用地等確保のための取組の推進 

（１）農地の保全・有効利用 

農業・農村の健全かつ持続的な発展を図るため、消費者への安全・安心な農産物の安定的な供給のための農地の保全・管理の取組、認定農業者

等の意欲ある多様な農業経営体の確保・育成、集落営農の組織の育成と法人化、将来の農地利用目標の策定、企業の農業参入促進、地産地消、農

福連携の推進、これらの取組を支える農業生産基盤の整備、多面的機能の維持・発揮等の施策に加え、農地中間管理事業等を活用した意欲ある多

様な農業者への農地集積・集約化等による荒廃農地の発生防止、基盤整備や再生・利用に対する支援などを進め、荒廃農地の解消を推進し、さら

に、不作付け地の解消、耕地利用率の向上につなげ、優良農地の保全・有効利用を促進する。 

特に中山間地域等において適切な農業生産活動が行われるよう、農業生産条件の不利を補うための支援や集落道などの生活環境の整備、鳥獣害

対策の推進に加えて、雇用の創出を通じた若者の移住等につなげていく取組などを総合的に行うことで荒廃農地発生の防止を図る。 



2 

（２）農業生産基盤の整備 

用水管理の省力化やほ場の汎用化等による生産性の向上を図るため、農業用水路のパイプライン化、基幹水利施設の長寿命化をはじめとする農

業用用排水施設の整備や ICT 等の営農の省力化等に資する技術の活用を可能にする生産基盤の整備、ほ場の大区画化、農道整備により、良好な営農

条件を備えた農用地の確保を図る。これら基盤整備の推進にあたっては、農用地区域以外の土地であっても当該土地を含めて整備を行うことが適

当と認められるものについては、当該土地を積極的に農用地区域に編入するものとする。 

（３）非農業的土地需要への対応 

農産物の安定的な供給確保等のため、集中的かつ効率的に農業振興施策を実施する農用地区域については、今後とも、農用地等をできるだけ保全

・確保するものとするが、やむを得ず非農業的土地需要へ対応するため、農地転用を伴う農用地区域からの農地の除外を行う場合には、農地のスプ

ロ－ル的かい廃等による農業上の利用に支障が生じないことを基本としつつ、都市計画等他の土地利用計画との調整を図り、計画的な土地利用の

確保に努める。 

この場合、農業振興地域整備計画については、計画的な管理が重要であり、その変更は原則としておおむね５年ごとに実施する基礎調査等に基づ

き行うものとする。 

また、当該土地に係る他用途土地利用計画の変更等その後の情勢の推移により農用地区域から除外しなければならない事由を失ったものについ

ては、今後の土地利用の方針を検討の上、農用地等とすることが適当な土地の要件を満たす場合には農用地区域に含めるものとする。 

（４）交換分合制度の活用 

農用地区域内の土地の農業上の利用を確保するため、農用地利用計画の変更を行うにあたっては、当該変更に係る土地の所有者その他土地に関

して権利を有する者等の意向に応じ、土地の権利を交換することにより農用地の集団化その他農業経営基盤の強化並びに無秩序なかい廃の未然防

止に努める。 

（５）公用施設又は公共用施設の整備との調整 

地方公共団体が農用地区域内にある土地を公用施設又は公共用施設の用に供するため、農用地利用計画の変更が必要となる場合には、農用地利

用計画の尊重と農用地区域内における土地の農業上の利用の確保という責務にかんがみ、当該施設の整備計画が法第１３条第２項に規定する農用

地区域の変更の要件を満たすように努めるものとする。 

（６）農用地等の面積や土地利用に関する現況の適切な把握 

   法第１２条の２の規定による基礎調査の実施を促進するとともに、農用地利用計画に係る平面図の作成にデジタル地図を用いる等デジタル化の

積極的な推進等により、農用地等の面積や土地利用に関する現況を適切に把握するものとする。 

（７）推進体制の確立等 

農業振興地域整備基本方針の策定・変更、農業振興地域整備計画の策定・変更に当たっては、関係部局間の連絡調整体制を整備するとともに、県

においては、市長会、町村会並びに、農業会議、土地改良事業団体連合会、農業協同組合中央会等の農業関係団体をはじめ、商工会議所連合会、商

工会連合会その他関係団体、市町においては、関係農業団体、商工会議所、商工会、その他市町の関係団体及び集落代表者から必要に応じ幅広く意

見を求め、地域振興に関する計画との調和等制度の円滑かつ適正な運用を図る。 
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（８）その他都道府県の農業の特性を踏まえた施策の推進 

安全・安心な農産物の安定的な供給等を確保するための取組や、身近な地域の農産物に対し消費者の信頼感と消費の拡大を図る「地産地消」の推

進、農業生産活動が行われることにより生ずる多面的機能の発揮を図るために農地等の農業資源の適切な管理の促進やその他各種事業の実施に当

たっては、農業産出等額や農畜産経営体による法人経営体数の増加を図り優良農地の確保等に努める。 

さらに農用地区域内の一定の区域における農業上の用途を更に細区分して農業上の用途を定めることを積極的に推進し、地域の特性に即した農

業の振興を図る。 

３ 農業上の土地利用の基本的方向 

本県は、日本列島のほぼ中央、太平洋側に位置し、東西約８０ｋｍ、南北約１７０ｋｍの南北に細長い県土をもっており、県土の中央を流れる櫛田

川に沿った中央構造線によって、大きく北側の内帯地域と南側の外帯地域に分けられ、また、県土の中央西部は、周囲を笠置、布引及び室生山系に囲

まれた盆地地域に分けられる。河川の流れも地形により３つに別れ、伊勢湾沿いには木曽三川、鈴鹿川、雲出川、櫛田川、宮川等が東に流れ、熊野灘

沿いには熊野川等が南東に流れており、伊賀盆地は淀川水系の木津川等が西に流れ大阪湾にそそいでいる。 

気候については、内帯地域中央、海岸地帯に位置する津市の気候は、年平均気温１５．９℃、年平均降水量１，５８１．４mm と比較的温暖であり、

これに対し、内帯地域の西側、伊賀盆地の中央に位置する伊賀市の年平均気温は、１４．２℃と低く、温度格差が大きい内陸型の気候の特徴を示して

いる。外帯地域東側の海岸地帯は、黒潮の影響で温暖な地域が広がっており、熊野灘に面した尾鷲市の気候は、年平均気温１６．１℃と四季を通じて

温暖な南海型の気候で、年平均降水量は３，８４８．８mmで多雨地帯となっている。 

また、本県は中部圏並びに近畿圏内における周辺開発地域としての立地条件に加えて、豊富な土地資源とすぐれた自然景観に恵まれていることか

ら、国土総合開発法（昭和２５年法律第２０５号）等に基づく各種開発整備計画により北勢地域を中心に工業開発等が展開しており、観光面でも、伊

勢志摩国立公園、世界遺産を有する吉野熊野国立公園などをはじめとする豊かな観光資源を生かした全国的なレジャー、レクリエーション地域とし

て発展が期待されている。 

交通条件については、既に開通している名阪国道、東名阪自動車道、伊勢自動車道、紀勢自動車道、新名神高速道路に加えて、東海環状自動車道、

近畿自動車道紀勢線などの整備が進められており、これら高規格道路網を骨格として、商業・サービス業に先端技術産業等本県産業の発展をリードす

るものとみられる。 

一方、農村は農業生産活動を通じて農産物の供給に加え、国土・環境の保全、水源のかん養、雨水の流出抑制、自然や景観の提供、地域文化の継承

等の多面的な機能を発揮している。このため、農業生産にとって最も基礎的な資源である農地を良好な状態で確保するとともに、流域治水等各種の土

地需要に応えた県土の総合的・計画的な利用の観点から、県土及び自然環境の保全を図りつつ地域の特性を生かした秩序ある利用、開発を進める必要

がある。 

このようなことから、農業の基盤となる農用地は他用途用地の需要の増大に伴い今後とも減少基調が見込まれるが、集団的農地の農用地区域への

編入や農地法による農地転用許可基準等の適正な運用による転用抑制及び各種施策効果による荒廃農地の解消や新たな荒廃農地の発生を防止するこ

とにより優良農地の確保を図るとともに、その有効利用を図る。 

（１）北勢農業地帯 
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本地帯は、鈴鹿山脈と木曽三川近辺で境をなす県北部の県境から、南は四日市市、鈴鹿市に至る地域であり、北部は名古屋圏の一画に位置してお

り、利便性が高く大規模住宅団地や企業の立地が進み人口が増加している地域も見られる。また、四日市市、鈴鹿市周辺は平野を有している地域で

あり、古くから工業化の影響を強く受けている地域である。都市的土地利用については、この地域の大半の市町において都市計画の区域区分がされ

ており、今後も引き続き拠点都市としての整備が進み、また産業集積を目指したさらなる工業化が進むことが予想される。このことから、農業振興

地域は都市的土地利用との調整を図りながら、食料生産の場として農用地の高度利用を図る観点から、市街化調整区域及びその背後地について指

定する。また、本地帯は水稲・麦、大豆等の主穀作を中心として、茶、野菜、花木、畜産等が盛んであり、野菜指定産地における生産出荷近代化計

画及び酪農肉用牛生産近代化計画等に配慮した土地利用を図る。 

（２）中南勢農業地帯 

本地帯は、北勢農業地帯の南側に位置し布引山地から櫛田川沿い及びその他の中小河川沿いに拓けた水田地帯であり、県庁所在地域として行政、

学術、文化などの中心的な機能が集中している。この地域においては都市計画の区域区分がされている市町は半数程度であるが、中勢バイパスが整

備され津市、松阪市を中心とした拠点都市としての整備が進むことが予想される。農業振興地域は、雲出川、櫛田川、中小河川沿いの水田と布引山

地につながる畑を中心に市街化区域との調整を図りながら市街化調整区域及びその背後地について指定する。また、本地帯は水稲・麦、大豆等の主

穀作を中心として、野菜、茶、畜産等が盛んであり、野菜指定産地における生産出荷近代化計画及び酪農肉用牛生産近代化計画等に配慮した土地利

用を図る。 

（３）伊勢志摩農業地帯 

本地帯は、中南勢農業地帯の南側に位置し、宮川沿いに拓けた水田地帯であるが、半島部はリアス式の厳しい地形で広い農地を有していない。こ

の地域では都市計画の区域区分がされている市町はないが、国道２６０号の拡幅整備により地域開発が促進されつつある。このことから、農業振興

地域は自然公園法により指定された伊勢志摩国立公園区域を除き、観光開発との調和を図りながら宮川沿いの水田を中心に指定する。また、本地帯

は水稲・麦、大豆等の主穀作を中心として、野菜、みかん、畜産等が盛んであり、野菜指定産地における生産出荷近代化計画及び酪農肉用牛生産近

代化計画等に配慮した土地利用を図る。 

（４）伊賀農業地帯                                                                                    

本地帯は、布引山脈と笠置山系及び室生山群に囲まれた伊賀盆地で構成されており、名阪国道をはじめ一般国道２５号、１６３号及び１６５号等

の道路網に加え、新名神高速道路が整備されるなど近畿圏と中部圏を結ぶ地域として重要な位置にあり、内陸工業団地の形成が図られつつある。こ

のため、農業振興地域は近畿圏整備計画（第６次）、水資源開発計画との調和を図りながら、名張市、伊賀市の用途地域を除き、伊賀盆地の水田、

畑を中心に指定する。また、本地帯は水稲・麦、大豆等の主穀作及び果樹、畜産等が盛んであり、国営青蓮寺農地開発地に係る畑作振興及び酪農肉

用牛生産近代化計画等に配慮した土地利用を図る。 

（５）東紀州農業地帯 

本地域は、県南部に位置し、尾鷲市、熊野市を中心とする熊野灘沿岸の自然景観に恵まれた地域である。農業振興地域は、自然公園法により指定

された吉野熊野国立公園区域を除き、観光開発との調和を図りながら、熊野灘沿岸に展開する樹園地と水田を中心に指定する。また、本地帯は国営

御浜農地開発事業地を核とし熊野灘沿岸の緩傾斜地のみかん、うめを中心とした果樹栽培が盛んであるとともに、大規模な畜産経営が営まれてお
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り、三重県果樹農業振興計画及び酪農肉用牛生産近代化計画等に配慮した土地利用を図る。 
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 第２ 農業振興地域として指定することを相当とする地域の位置及び規模に関する事項                                     

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      

     

 農業地 

 帯 名  

 

 

 指定予定 

地域名 

 

 

指 定 予 定 地 域 の 範 囲                       

 

 

 

 指定予定地域の規模           

 

 

 

 備 考 

 

 

     

北 勢 

農 業 

地 帯 

     

 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

四日市地域 

（四日市市） 

（朝日町） 

 

四日市市のうち都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の市街化区域、都市

計画法の臨港地区、港湾法（昭和２５年法律第２１８号）の港湾隣接地域、鈴

鹿国定公園の特別保護地区及び農用地として利用することが相当でない森林地

帯等を除く区域。 

朝日町のうち都市計画法の市街化区域等を除く区域。 

    

総面積１１，８７２ｈａ 

（農用地面積4,731ha） 

 

 

 

 

 

 

 

桑名地域 

（桑名市） 

 

 

桑名市のうち都市計画法の市街化区域及び農用地として利用することが相当で

ない森林地帯等を除く区域。 

 

     

総面積５，９８２ｈａ 

（農用地面積3,028ha） 

 

 

 

 

 

鈴鹿地域 

（鈴鹿市） 

 

鈴鹿市のうち都市計画法の市街化区域、都市計画法の臨港地区、港湾法の港湾隣

接地域、鈴鹿国定公園の特別保護地区及び農用地として利用することが相当で

ない森林地帯等を除く区域。 

    

総面積１１，４２２ｈａ 

（農用地面積5,165ha） 

 

 

 

 

 

亀山地域 

（亀山市） 

 

亀山市のうち都市計画法の用途地域、鈴鹿国定公園の特別保護地区、工場立地法

（昭和３４年法律第２４号）の工場適地及び農用地として利用することが相当

でない森林地帯等を除く区域。 

     

総面積７，２３７ｈａ 

（農用地面積2,335ha） 

 

 

 

 

 

いなべ地域 

（いなべ市） 

 

 

いなべ市のうち都市計画法の市街化区域、都市計画法の用途地域、鈴鹿国定公

園の特別保護地区、工場立地法の工場適地及び農用地として利用することが相

当でない森林地帯等を除く区域。 

     

総面積９，７７８ｈａ 

（農用地面積2,666ha） 
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農業地 

帯 名 

 

  

指定予定 

地域名 

 

 

指 定 予 定 地 域 の 範 囲                       

 

 

  

指定予定地域の規模           

 

 

  

備 考 

 

 

 

北 勢 

農 業 

地 帯 

     

     

     

     

     

     

     

     

 

木曽岬地域 

（木曽岬町） 

 

 

木曽岬町のうち都市計画法の市街化区域等を除く区域。 

 

 

 

総面積７２０ｈａ  

（農用地面積576ha） 

 

 

 

 

 

 

東員地域 

（東員町） 

 

 

東員町のうち都市計画法の市街化区域等を除く区域。 

 

 

     

総面積１，３０４ｈａ 

（農用地面積688ha） 

 

 

 

 

 

 

菰野地域 

（菰野町） 

 

 

菰野町のうち都市計画法の市街化区域、鈴鹿国定公園の特別保護地区及び農用

地として利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

 

     

総面積６，２５１ｈａ 

（農用地面積2,029ha） 

 

 

 

 

 

 

中南勢 

農 業 

地 帯 

     

     

     

     

     

     

 

津地域 

（津市） 

 

 

 

津市のうち都市計画法の市街化区域、都市計画法の用途地域、都市計画法の臨

港地区、港湾法の港湾隣接地域、室生赤目青山国定公園の特別保護地区、工場

立地法の工場適地及び農用地として利用することが相当でない森林地帯等を除

く区域。 

 

    

総面積２８，６３５ｈａ 

（農用地面積8,007ha） 

 

 

 

 

 

 

 

松阪地域 

（松阪市） 

 

 

松阪市のうち都市計画法の市街化区域、都市計画法の臨港地区、室生赤目青山

国定公園の特別保護地区、工場立地法の工場適地及び農用地として利用するこ

とが相当でない森林地域等を除く区域。 

    

総面積２２，０６６ｈａ 

（農用地面積8,410ha） 
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農業地 

帯 名 

 

 

指定予定 

地域名 

 

 

指 定 予 定 地 域 の 範 囲                       

 

 

 

指定予定地域の規模           

 

 

 

備 考 

 

 

 

中南勢 

農 業 

地 帯 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

多気地域 

（多気町） 

 

 

 

多気町のうち都市計画法の用途地域、工場立地法の工場適地及び農用地として

利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

  

 

総面積６，０５４ｈａ  

（農用地面積2,112ha） 

 

 

 

 

 

 

 

明和地域 

（明和町） 

 

 

工場立地法の工場適地等を除く区域。 

 

 

 

総面積４，０８６ｈａ 

（農用地面積2,120ha） 

 

 

 

 

 

 

大台地域 

（大台町） 

 

 

大台町のうち吉野熊野国立公園の特別保護地区、工場立地法の工場適地及び農

用地として利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

 

     

総面積１，５９６ｈａ 

（農用地面積505ha） 

 

 

 

 

     

 伊 勢 

 志 摩 

 農 業 

 地 帯 

     

     

     

 

         

 

伊勢地域 

（伊勢市） 

 

 

 

伊勢市のうちの都市計画法の用途地域、都市計画法の臨港地区、港湾法の港湾

隣接地域、伊勢志摩国立公園の特別保護地区、工場立地法の工場適地及び農用

地として利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

 

総面積６，８２４ｈａ 

（農用地面積2,870ha） 

 

 

 

 

 

 

 

鳥羽地域 

（鳥羽市） 

 

 

 

鳥羽市のうち都市計画法の用途地域、都市計画法の臨港地区、港湾法の港湾隣

接地域、工場立地法の工場適地及び農用地として利用することが相当でない森

林地帯等を除く区域。 

 

     

総面積４，４６０ｈａ 

（農用地面積224ha） 
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農業地 

帯 名 

 

 

指定予定 

地域名 

 

 

指 定 予 定 地 域 の 範 囲                       

 

 

 

指定予定地域の規模           

 

 

 

備 考 

 

 

 

 伊 勢 

 志 摩 

 農 業 

 地 帯 

   

     

     

     

     

     

 

     

     

     

     

     

     

     

 

 

 

 

志摩地域 

（志摩市） 

 

 

志摩市のうち都市計画法の臨港地区、港湾法の港湾隣接地域、工場立地法の工

場適地及び農用地として利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

 

 

総面積８，９２７ｈａ 

（農用地面積1,175ha） 

 

 

 

 

 

 

玉城地域 

（玉城町） 

 

 

玉城町のうち都市計画法の用途地域及び工場立地法の工場適地等を除く区域。 

 

     

総面積２，７００ｈａ 

（農用地面積1,523ha） 

 

 

 

 

 

 

度会地域 

（度会町） 

 

 

度会町のうち農用地として利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

 

 

 

総面積３，０２７ｈａ 

（農用地面積869ha） 

 

 

 

 

 

 

大紀地域 

（大紀町） 

 

 

大紀町のうち農用地として利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

  

 

     

総面積３，２１０ｈａ 

（農用地面積574ha） 

 

 

 

 

 

南伊勢地域 

(南伊勢町） 

 

 

 

南伊勢町のうち港湾法の臨港地区及び港湾隣接地域、伊勢志摩国立公園の特別

保護地区、工場立地法の工場適地及び農用地として利用することが相当でない

森林地帯等を除く区域。 

 

     

総面積８，１７１ｈａ 

（農用地面積1,204ha） 
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農業地 

帯 名 

 

 

指定予定 

地域名 

 

 

指 定 予 定 地 域 の 範 囲                       

 

 

 

指定予定地域の規模           

 

 

 

備 考 

 

 

 

 伊 賀 

 農 業 

 地 帯 

     

     

     

     

     

 

 

名張地域 

（名張市） 

 

 

 

 名張市のうち都市計画法の用途地域、工場立地法の工場適地及び農用地として

利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

 

 

総面積７，２６０ｈａ 

（農用地面積1,539ha） 

 

 

 

 

 

 

 

伊賀地域 

（伊賀市） 

 

 

 

伊賀市のうち都市計画法の用途地域、室生赤目青山国定公園の特別保護地区、

工場立地法の工場適地及び農用地として利用することが相当でない森林地帯等

を除く区域。 

   

 

総面積２９，２７２ｈａ 

（農用地面積8,080ha） 

 

 

 

 

 

 

 

 東紀州 

 農 業 

 地 帯 

     

     

     

     

     

     

 

     

 

 

尾鷲地域 

（尾鷲市） 

 

 

 

尾鷲市のうち都市計画法の臨港地区、港湾法の港湾隣接地域、吉野熊野国立公

園の特別保護地区及び農用地として利用することが相当でない森林地帯等を除

く区域。 

 

 

総面積４５１ｈａ 

（農用地面積82ha） 

 

 

 

 

 

 

 

熊野地域 

（熊野市） 

 

 

熊野市のうち都市計画法の臨港地区、港湾法の港湾隣接地域、吉野熊野国立公

園の特別保護地区及び農用地として利用することが相当でない森林地帯等を除

く区域。 

 

 

総面積３，１９９ｈａ 

（農用地面積950ha） 

 

 

 

 

 

 

紀北地域 

（紀北町） 

 

 

紀北町のうち都市計画法の臨港地区、港湾法の港湾隣接地域、工場立地法の工

場適地及び農用地として利用することが相当でない森林地帯等を除く区域。 

  

 

総面積１，３８６ｈａ 

（農用地面積427ha） 
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農業地 

帯 名 

 

 

指定予定 

地域名 

 

 

指 定 予 定 地 域 の 範 囲                       

 

 

 

指定予定地域の規模           

 

 

 

備 考 

 

 

 

東紀州 

農 業 

地 帯 

   

     

     

     

 

御浜地域 

（御浜町） 

 

 

御浜町のうち都市計画法の用途地域及び農用地として利用することが相当でな

い森林地帯等を除く区域。 

 

 

総面積６，３１５ｈａ 

 （農用地面積1,464ha） 

 

 

 

 

 

 

紀宝地域 

（紀宝町） 

 

 

紀宝町のうち工場立地法の工場適地及び農用地として利用することが相当でな

い森林地帯等を除く区域。 

 

 

総面積２，８５７ｈａ 

  （農用地面積523ha） 

 

 

 

 

 

     

 地帯計  

 

 

 

２７地域 

（２８市町） 

 

 

 

 

 

    

総面積２０５，０６２ｈａ 

 （農用地面積63,876ha） 

 

 

 

 

 

      ※指定予定地域名、市町名は令和３年３月現在、指定予定地域の規模は令和元年１２月現在 
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第３ 農業生産の基盤の整備及び開発に関する事項 

 

１ 農業生産基盤の整備及び開発の方向 

農業が持続的に発展し、農産物を安定的に供給していくためには、地域農業の状況に合わせて、国土資源の合理的な利用に配慮しつつ、農業生産基

盤の充実と保全を図ることが必要である。 

このため、原則として農用地区域を対象に、農業生産基盤の整備等に係る施策を実施するものとし、意欲ある担い手への農地集積等に資するため、

用水管理の省力化やほ場の汎用化等による生産性の向上を旨として、農業用水路のパイプライン化、基幹水利施設の長寿命化をはじめとする農業用

用排水施設の整備や、ほ場の大区画化、農道整備などの基盤整備事業を推進する。 

さらに、農村社会における混住化、生活様式の多様化・近代化等が進むなかで、農業用水の汚濁防止、水質保全等を図るための農業集落排水施設に

ついては、老朽化が進んでいることから、再編・強靭化等の取組を推進する。 

２ 農業地帯別の構想 

（１）北勢農業地帯 

 「田」の整備 

ア 水利条件については、地域の実情に応じ用水管理の省力化を目的とした用水路のパイプライン化を促進する。 

イ 基幹的な水利施設のなかには設置後の年数が相当経過したものもあり、貴重な水源の永続的な利活用を図る上で、これらの施設の適正な維持

管理を行い施設の長寿命化を図る。 

  ウ ほ場整備については、地域の水田農業の経営状況に合わせて高度な農地利用に対応できる区画を目標に、田畑輪換が可能な汎用耕地化を図る。 

  エ 用水のパイプライン化やほ場整備の実施に併せて、意欲ある農業者への農地の集積等を事業と一体的に進める。 

  オ 農業用水源としてのため池については、合理的な水管理や防災的見地から老朽化している施設の改修を進める。 

  カ 低平地の排水不良地域については、湛水防除事業等による排水条件の整備を図る。 

  キ 農産物の生産、流通体系の整備を図るため、農道の整備を推進する。 

 「畑」の整備 

  ア 田畑の混在する地域にあっては、可能な限り地域の土地利用の基本方向に沿った形で、必要な整備を水田と一体的に実施する。 

イ 土地利用の基本的方向に沿った基幹作物ごとの集団化をはじめ、野菜、三重サツキ等の振興と干害被害の解消のために、基幹水利施設の整備と

併せて、必要な畑地かんがい施設の整備を実施する。 

 「樹園地」の整備 

  ア 土地利用の基本的方向に沿った茶園ごとの適正な規模の集団化を進めるため、地域の経営状況に合わせて必要な整備を実施する。 

    イ 乾燥害等気象災害を回避するとともに、かん水作業の省力化、多目的利用を図るため、必要なかんがい施設の整備を実施する。 

 

（２）中南勢農業地帯 
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 「田」の整備 

ア 水利条件については、地域の実情に応じ用水管理の省力化を目的とした用水路のパイプライン化を進める。また、国営中勢用水事業等の基幹水

利施設の末端用水施設の整備を進める。なお、農業用水源として渓流水、ため池等も利用していることから、用水の合理的利用を図るべく反復利

用にも配慮して整備を進める。 

イ 基幹的な水利施設のなかには設置後の年数が相当経過したものもあり、貴重な水源の永続的な利活用を図る上で、これらの施設の適正な維持

管理を行い施設の長寿命化を図る。 

ウ ほ場の区画整理については、地域の水田農業の経営状況に合わせて高度な農地利用に対応できる区画を目標に、田畑輪換が可能な汎用耕地化

を図る。 

  エ 用水のパイプライン化やほ場整備の実施に併せて、意欲ある農業者への農地の集積等を事業と一体的に進める。 

  オ 農業用水源としてのため池については、合理的な水管理や防災的見地から老朽化している施設の改修を進める。 

  カ 低平地の排水不良地域については、湛水防除事業等による排水条件の整備を図る。 

  キ 農産物の生産、流通体系の整備を図るため、農道の整備を推進する。 

 「畑」の整備 

  ア 田畑の混在する地域にあっては、可能な限り地域の土地利用の基本方向に沿った形で、必要な整備を水田と一体的に実施する。 

  イ 土地利用の基本的方向に沿った野菜、花木等の振興や干害被害の解消のために、必要な畑地かんがい施設の整備を実施する。 

 「樹園地」の整備 

  ア 土地利用の基本的方向に沿った果樹園、茶園ごとの適正な規模の集団化を進めるため、地域の経営状況に合わせて必要な整備を実施する。 

  イ 乾燥害等気象災害を回避するとともに、かん水作業の省力化、多目的利用を図るため、必要なかんがい施設の整備を実施する。 

（３）伊勢志摩農業地帯 

 「田」の整備 

ア 水利条件については、地域の実情に応じ用水管理の省力化を目的とした用水路のパイプライン化を進める。また、国営宮川用水事業等の基幹水

利施設の末端用水施設の整備を進める。 

イ 基幹的な水利施設のなかには設置後の年数が相当経過したものもあり、貴重な水源の永続的な利活用を図る上で、これらの施設の適正な維持

管理を行い施設の長寿命化を図る。 

ウ ほ場の区画整理については、地域の水田農業の経営状況に合わせて高度な農地利用に対応できる区画を目標に、田畑輪換が可能な汎用耕地化

を図る。 

  エ 用水のパイプライン化やほ場整備の実施に併せて、意欲ある農業者への農地の集積等を事業と一体的に進める。 

  オ 低平地の排水不良地域については、湛水防除事業等による排水条件の整備を図る。 

  

 「畑」の整備 
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   田畑の混在する地域にあっては、可能な限り地域の土地利用の基本方向に沿った形で、必要な整備を水田と一体的に実施する。 

 「樹園地」の整備 

  ア 地域の経営状況に合わせて必要な整備を実施するものとし、土地利用の基本的方向に沿って果樹園、茶園ごとに適正な規模の集団化を進める。 

  イ 乾燥害等気象災害を回避するとともに、かん水作業の省力化、多目的利用を図るため、必要なかんがい施設の整備を実施する。 

（４）伊賀農業地帯 

 「田」の整備 

  ア 水利条件については、地域の実情に応じ用水管理の省力化を目的とした用水路のパイプライン化を進める。 

  イ 農業用水源としてのため池については、合理的な水管理や防災的見地から老朽化している施設の改修を進める。 

ウ 基幹的な水利施設のなかには設置後の年数が相当経過したものもあり、貴重な水源の永続的な利活用を図る上で、これらの施設の適正な維持

管理を行い施設の長寿命化を図る。 

エ ほ場の区画整理については、地域の水田農業の経営状況に合わせて高度な農地利用に対応できる区画を目標に、田畑輪換が可能な汎用耕地化

を図る。 

  オ 用水のパイプライン化やほ場整備の実施に併せて、意欲ある農業者への農地の集積等を事業と一体的に進める。 

 「畑」の整備 

田畑の混在する地域にあっては、可能な限り地域の土地利用の基本方向に沿った形で、必要な整備を水田と一体的に実施する。 

 「樹園地」の整備 

  ア 土地利用の基本的方向に沿った果樹園、茶園ごとの適正な規模の集団化を進めるため、地域の経営状況に合わせて必要な整備を実施する。 

  イ 乾燥害等気象災害を回避するとともに、かん水作業の省力化、多目的利用を図るため、必要なかんがい施設の整備を実施する。 

（５）東紀州農業地帯 

 「田」の整備 

  ア 水利条件については、地域の実情に応じ用水管理の省力化を目的とした用水路のパイプライン化を進める。 

イ 基幹的な水利施設のなかには設置後の年数が相当経過したものもあり、貴重な水源の永続的な利活用を図る上で、これらの施設の適正な維持

管理を行い施設の長寿命化を図る。 

ウ 中山間、谷地田地帯の地形条件の悪い団地にあっては極力機械化営農に対応し得るよう地形勾配に応じた整備を推進することにより、田畑輪

換が可能な汎用耕地として必要な整備を実施する。 

  エ 農業用水源としてのため池については、合理的な水管理や防災的見地から老朽化している施設の改修を進める。 

 「畑」の整備 

   田畑の混在する地域にあっては、可能な限り地域の土地利用の基本方向に沿った形で、必要な整備を水田と一体的に実施する。 
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 「樹園地」の整備 

地域の経営状況に合わせて整備を推進する。特に、熊野灘沿岸のみかんについては国営御浜農地開発地を中心に経営規模を拡大するため、必要な

かんがい用水の確保及びかんがい施設の整備を実施する。 

３ 農村総合整備の方向 

 農村地域における資源循環の促進を図りつつ、農業用用排水施設の水質保全及び機能維持、農村環境の改善を図り、併せて公共用水の水質保全に寄

与するため、農業集落排水施設を整備してきた。 

 これらの施設は、老朽化により汚水処理能力の低下など円滑な運用の支障になっていることから、施設の改築や更新整備により施設の長寿命化を

図るとともに、人口減少により施設の適切な運営管理が困難になることを踏まえ、施設の維持管理の効率化や集落化に向けた再編整備の推進を図る。 

 

４ 広域整備の構想 

（１）用排水の改良 

受益の範囲が広域にわたる基幹用排水施設については国土資源の合理的な利用に配慮しつつ、国営宮川用水事業等の促進を図るとともに、市町

整備計画及びその他の広域整備計画と有機的な関連を保ちつつ整備を進める。 

（２）農業用水のパイプライン化 

農業経営体の規模拡大と生産経費の低減等を図るため、地域の実情に応じ、農業用水のパイプライン化を進める。 

（３）環境に配慮した基盤整備 

基盤整備の推進にあたっては、地域の生態系など環境との調和に配慮した整備を推進する。 
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第４ 農用地等の保全に関する事項  

 

１ 農用地等の保全の方向 

（１）農用地等の保全の必要性 

農業は、食料その他の農産物の供給機能及びそれ以外に多面的機能という重要な機能を有している。したがって、将来にわたって、農産物の安定

供給が確保され、かつ、農業生産活動を行うことにより生ずる多面的機能が発揮されるためには、農業の持続的な発展が図られなければならない。 

このことから、農業にとってもっとも基礎的な資源である農用地がひとたび失われると短期間で回復することは困難であるので、今後とも良好

な状態で保全していくことが重要であることから各施策により農用地等の保全に対し積極的な取組みを行う。 

（２） 農用地等の保全の基本的方向 

  ア 北勢農業地帯 

この地帯は、名古屋圏にあり都市化の進展や高速道路の整備により工業化がさらに進むことが予想され非農業的土地需要が高い状況にある。そ

のため、農業振興地域制度及び農地転用許可制度の適切な運用を通じ、無秩序な市街地化を防止し優良農地の確保を図る。 

また、平坦部においては大規模な農用地の利用が可能な地域であり、意欲ある農業者への農地集積・集約化、農業生産基盤の整備等の施策を通

じた荒廃農地の発生の防止と既存の荒廃農地の解消、並びに非農家を視野に入れた市民農園等の活用による農地の保全・有効利用を促進する。 

一方、中山間地域等においては、農業が持つ重要な多面的機能をも踏まえ、集落営農組織などの多様な担い手の育成を図る。この場合、日本

型直接支払制度の対象地域においてはこの制度を効果的に活用する。 

  イ 中南勢農業地帯 

この地帯は、近鉄及び国道２３号沿いの伊勢湾岸において非農業的土地需要が高く、今後さらに開発が進むことが予想され、農業振興地域制度

及び農地転用許可制度の適切な運用を通じ、集団的な農地や農業生産基盤整備が実施された農地等について、農業上の利用の確保を図る。 

また、平坦部においては大規模な農用地の利用が可能な地域であり、意欲ある農業者への農地集積・集約化、農業生産基盤の整備等の施策を通

じた荒廃農地の発生の防止と既存の荒廃農地の解消、並びに、非農家を視野に入れた市民農園等の活用による農地の保全・有効利用を促進する。 

一方、中山間地域等においては、農業が持つ重要な多面的機能をも踏まえ、集落営農組織などの多様な担い手の育成を図る。この場合、日本

型直接支払制度の対象地域においてはこの制度を効果的に活用する。 

  ウ 伊勢志摩農業地帯 

伊勢湾岸の平坦部においては、都市化の進展に伴い非農業的土地需要が高く、農業振興地域制度及び農地転用許可制度の適切な運用を通じ、集

団的な農地や農業生産基盤整備が実施された農地等について、農業上の利用の確保を図る。 

また、その他地域は過疎化や高齢化の進行、農業従事者や後継者の減少が著しく意欲ある農業者への農地集積・集約化、農業生産基盤の整備等

の施策を通じた荒廃農地の発生の防止と既存の荒廃農地の解消、並びに非農家を視野に入れた市民農園等による農地の保全・有効利用を促進す

るとともに、集落営農組織などの多様な担い手の育成を図る。この場合、日本型直接支払制度の対象地域においてはこの制度を効果的に活用す

る。 
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  エ 伊賀農業地帯 

近畿と中部の両圏の接点に位置することから企業の進出等による都市化の進展に伴い非農業的土地需要が高く、農業振興地域制度及び農地転

用許可制度の適切な運用を通じ、集団的な農地や農業生産基盤整備が実施された農地等について、農業上の利用の確保を図る。 

また、この地帯は古くから農林業を基幹産業として発展してきたこともあり、一層意欲ある農業者への農地集積・集約化、農業生産基盤の整備

等の施策を通じた荒廃農地の発生の防止と既存の荒廃農地の解消、並びに、非農家を視野に入れた市民農園等の活用による農地の保全・有効利用

を促進する。 

なお、この地帯においても農業従事者の高齢化、後継者の減少が進行しているため、集落営農組織などの多様な担い手の育成を図るととも

に、日本型直接支払制度の対象地域においてはこの制度を効果的に活用する。 

  オ 東紀州農業地帯 

本地帯においては、非農業的土地需要はあまり高くはないが、農地が少ないことから農業振興地域制度及び農地転用許可制度の適切な運用を通

じ、集団的な農地や農業生産基盤整備が実施された農地等について、農業上の利用の確保を図る。 

また、過疎化や高齢化の進行、農業従事者や後継者の減少が著しく意欲ある農業者への農地集積・集約化、農業生産基盤の整備等の施策を通じ

た荒廃農地の発生の防止と既存の荒廃農地の解消等による農地の保全・有効利用を促進するとともに、集落営農組織などの多様な担い手の育成

を図る。この場合、日本型直接支払制度の対象地域においてはこの制度を効果的に活用する。 

２ 農用地等の保全のための事業 

県土の約３分の２を山地が占め、１，０８３ｋｍもの長い海岸線を有する本県は、洪水、高潮、土砂災害等自然災害を受けやすい地域特性を持って

いることに加え、近年における都市化の進展や森林の開発、荒廃等地域環境も大きく変化している。 

このため、ため池整備や低平坦地の湛水防除対策により、住民生活の安全性の確保と農地の保全を図る。 

また、地形の急峻な地域や地すべり防止地域にあっては、水路兼農道や排水路の整備、老朽化した海岸保全施設についての改築、防潮林、防風林の

適切な保全等の推進に努める。 

なお、これら防災施設等の整備に当たっては、安全面のみならず地域の自然環境や景観に配慮した施設整備を推進する。 

また、農地中間管理事業、農業生産基盤整備事業、日本型直接支払制度、経営所得安定対策、鳥獣被害防止総合対策事業等の施策を通じて、荒廃農

地の発生の防止と既存の荒廃農地の解消、並びに、市民農園等の活用による農地の保全・有効利用を促進する。 

更に都市近郊の農地や山間地域の棚田等の特色ある農地では、地域の特性に即した農業の振興を図りつつ、農地の保全・ 有効利用を図る。 

３ 農用地等の保全のための活動 

県並びに市町段階における意欲ある農業者への農地利用の集積に関する目標の達成に向けた積極的な取組、農地中間管理事業等の活用、集落の土

地利用調整活動、企業の農業参入等を促進するとともに、地域住民が幅広く参加する農地等の保全対策、市民農園等レクリエーション農園としての

利用、都市との交流事業等による棚田等の保全や体験農業への活用等を推進し、荒廃農地の発生防止、既存の荒廃農地の活用に向けた取組を行うと

ともに、中山間地域等においては集落協定等による農地の適正な管理のため施策を展開する。 
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第５ 農業経営の規模の拡大及び農用地等又は農用地等とすることが適当な土地の農業上の効率的かつ総合的な利用の促  

進に関する事項 

 

１ 農業経営の規模の拡大及び農用地等又は農用地等とすることが適当な土地の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進の方向 

本県農業は農産物の安定供給確保を柱として、水源かん養等県土保全・環境の保全等多面的な諸機能を果たしているが、近年、担い手の減少、高齢

化が急速に進行し、現状のままでは地域農業を維持していくことが困難な状況になってきている。 

このようなことから、意欲ある農業者に対して地域の実情に応じて農地の集積・集約化を進めることにより、農地の有効利用を促進する。 

このため、農用地の利用集積の促進や、交換分合制度の積極的な活用による農用地の集団化を図るとともに、各農業者相互の機能分担といった集落

機能の活用等を通じて、地域内農地の自主管理を基本に作付地の集団化、農作業の効率化を促進する。また、農業経営の規模拡大等により生産性・効

率性の向上を図り、経営の複合化及び多角化を進めるとともに６次産業化や地域内経済循環型産業を進めることにより農地の総合的な利用を図る。 

以上の基本的方向に基づき次により推進する。 

（１）各種の農地流動化制度の理解を深めるとともに、農地中間管理機構等の活用を図る。 

（２）農地の有効利用をその地域における農業者全体の共通の問題としてとらえ、地域及び集落ぐるみの取組を推進する。このため、集落営農組織等の

育成に努め、集落の持つ調整機能を活用して農地の所有と利用、雇用力のある農業経営体と中小家族農業を含む兼業農家との関係を調整しつつ利

用権の設定等を促進し、計画的、集団的な農地利用を推進する。 

（３）特に、土地利用型作物については、麦類、大豆等の本格的生産を柱に意欲ある農業者への農地利用集積等を進め、水田における作付地の集団化と

農地高度利用を図る。また、地産地消による地域内消費への取組を促進する。 

（４）さらに、組織的な生産体制などの確立を図り、地域全体の農業機械及び施設等の効率・効果的利用を促進する。 

２ 農業地帯別の構想 

（１）北勢農業地帯 

  ア 営農の方向 

本地域の農業は、海岸平坦部の水稲、鈴鹿山麓を中心とした茶、花木及び肉用牛、養鶏、養豚等、北部デルタ地帯を中心としたトマト、花きの

施設園芸により特徴づけられる。 

今後、発展が予想される営農形態は、平坦水田地帯では、ほ場整備田を中心に水稲、麦、大豆、飼料作物等の土地利用型農業の規模拡大が進む

とともに、市場条件の有利性等からトマトを中心とした施設野菜等、農地の高度利用による集約的な営農形態が主流を占めるものと思われる。 

また、中山間地帯から山間地にかけては、茶、花木、露地野菜等の産地化及び畜産経営の規模拡大の進展に合わせた営農が展開するものとみ

られる。 

  イ 推進の方向                                                                                    

（ア）水稲、麦、大豆、飼料作物等の土地利用型作物が中心となる海岸平坦部は、混住化、兼業化が進んでいることから、集落営農組織等の育成を
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基本とし、土地利用についての集落の合意形成を図りつつ農地中間管理事業等の推進による、意欲ある農業者への農地の利用集積を推進する。 

（イ）茶、花木等の永年性作物にあっては、茶園等の利用集積等による規模拡大を促進するとともに、意欲ある農業者への長期の利用権設定の促進

を行い、優良品種への更新等を推進し、経営及び産地規模の拡大を図る。 

（ウ）野菜、花き等の施設園芸作物にあっては、地域の条件や消費動向に応じた品目・品種の導入、栽培技術の開発及び施設の更新等を推進し、経

営及び産地規模の拡大を図る。 

  （エ）畜産にあっては、家畜排せつ物の適正な管理による良質堆きゅう肥の生産と耕種農家との連携等による効率的な利用を図る。 

（オ）肉用牛、養鶏、養豚にあっては、耕種農家との連携により水田での飼料用稲や飼料作物の集団化、未利用稲わらの活用を進め、自給率向上と

経営の安定を図る。 

  （カ）野菜指定産地において各種補助事業を活用し野菜作付けの拡大を図るとともに、「地産地消」運動の展開を通じ、多様な産地を育成する。  

（２）中南勢農業地帯 

  ア 営農の方向 

本地域の農業は、海岸平坦部の水稲、津市南部を中心とした露地野菜、松阪市周辺のいちごを主体とした施設野菜、台高山系を中心とした茶、

布引山地等における酪農、肉用牛を中心とした畜産等により特徴づけられる。 

今後、発展が予想される営農形態は、平坦水田地帯では、ほ場整備田を中心に水稲、麦、大豆、飼料作物等の土地利用型農業の規模拡大と水稲、

露地野菜の複合経営、いちごを中心とした施設野菜等、農地の高度利用による集約的な営農形態が主流を占めるものと思われる。 

また、中山間畑作地帯から山間地にかけては、野菜、茶等の産地化及び畜産経営の規模拡大の進展に合わせた営農が展開するものとみられる。  

  イ 推進の方向 

（ア）水稲、麦、大豆、飼料作物等の土地利用型作物が中心となる海岸平坦部は、混住化、兼業化が進んでいることから、集落営農組織等の育成を

基本とし、土地利用についての集落の合意形成を図りつつ農地中間管理事業等の推進による、意欲ある農業者への農地の利用集積を推進する。 

（イ）いちご等の施設野菜にあっては、地域の条件や消費動向に応じた品目・品種の導入、栽培技術の開発及び施設の更新等を推進し、経営及び産

地規模の拡大を図る。 

（ウ）茶等の永年性作物にあっては、茶園等の利用集積等による規模拡大を促進するとともに、意欲ある農業者等担い手農家への長期の利用権設定

を促進し優良品種への更新等を推進し、経営及び産地規模の拡大を図る。 

（エ）露地野菜にあっては一部高齢化が進んでいることから、機械化を進め意欲ある農業者への利用権設定を促進し、経営及び産地規模の拡大を図

る。 

  （オ）畜産にあっては、家畜排せつ物の適正な管理による良質堆きゅう肥の生産と耕種農家との連携による効率的な利用を図る。 

（カ）酪農・肉用牛にあっては、耕種農家との連携により水田での飼料用稲や飼料作物の集団化、未利用稲わらの活用を進め、自給率向上と経営の

安定を図る。 

  （キ）野菜指定産地等において各種補助事業を活用し野菜作付けの拡大を図るとともに、「地産地消」運動の展開を通じ、多様な産地を育成する。 

（３）伊勢志摩農業地帯 
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  ア 営農の方向 

本地域の農業は、平野部である宮川下流両岸の野菜を中心とした畑作及び水稲、宮川上流の中山間地帯における茶、肉用牛、酪農、五ヶ所湾岸

のかんきつ栽培等に代表される。 

今後、本地域の営農形態は平野部において、水稲、麦、大豆を中心とした土地利用型農業と、いちご、花きなどの施設園芸が中心をなし、中山

間地帯においては茶、酪農、肉用牛等が基幹品目として見込まれる。 

  イ 推進の方向 

（ア）水稲、麦、大豆等の土地利用型作物が中心となる宮川下流域平坦部においては、集落営農組織等の育成を基本とし、土地利用についての集落

の合意形成を図りつつ、農地中間管理事業等の推進による意欲ある農業者への農地の利用集積を推進する。また宮川用水の活用による田畑輪換

を推進し、水田での麦、大豆並びに、露地野菜を中心とした作物の定着を図る。他の地域にあっては、水田の経営規模も小さく谷地田も多いこ

とから、生産組織の育成強化を図り経営規模の拡大を推進する。 

（イ）温州みかんについては、温暖な気候を生かし消費者ニーズに即した優良品種への更新、農地の保全対策と併せた土づくり対策、経営規模拡大

対策及び施設の共同利用による生産性の向上を図る。また、その他かんきつ（中晩柑類）の栽培も推進し農業経営の安定化を図る。 

  （ウ）畜産にあっては、家畜排せつ物の適正な管理による良質堆きゅう肥の生産と耕種農家との連携等による効率的な利用を図る。 

  （エ）茶については、優良品種への改植を推進するとともに、意欲ある農業者への長期の利用権設定を進め経営の安定を図る。 

  （オ）野菜指定産地において各種補助事業を活用し野菜作付けの拡大を図るとともに、「地産地消」運動の展開を通じ、多様な産地を育成する。

（４）伊賀農業地帯 

  ア 営農の方向 

本地域の農業は、国営青蓮寺農地開発地を中心としたぶどう、アスパラガス等に代表される。 

今後とも、近郊都市を対象として、土地利用型農業は、ほ場整備田を中心に規模の拡大が進むものと見込まれ、中山間地帯においては果樹、露

地野菜、肉用牛等による付加価値の高い農業が展開されるものと見込まれる。 

  イ 推進の方向 

（ア）水稲、麦、大豆、飼料作物等土地利用型作物の部門にあっては、集落営農組織等の育成を基本として集落での話し合いによる合意づくりを進

め、水田を中心として農地中間管理事業等により意欲ある農業者に農地の利用集積を図り、農業経営の規模拡大に結びつけるものとする。 

（イ）野菜、果樹等の部門にあっては、国営青蓮寺農地開発地区を中心に作付地の集団化を進め、市場性に見合った適正な産地育成を図ることを基

本とする。 

（ウ）畜産にあっては、家畜の飼養密度が高い地域であることから、畜産農家と耕種農家の連携を積極的に推進し、未利用稲わらの確保並びに地力

の維持増進に努めるとともに、水田における飼料用稲や飼料作物の集団作付けを行い自給率向上による経営の安定を図る。また、畜産排せつ物

の適正な管理による良質堆きゅう肥の生産と効率的な利用を図る。 

  （エ）「地産地消」運動の展開を通じ、野菜等の多様な産地を育成する。 
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（５）東紀州農業地帯 

  ア 営農の方向 

本地域の農業は、熊野灘沿岸のかんきつ栽培等に代表される。今後、本地域の営農形態は、かんきつ、うめを中心とした果樹経営、水稲及び肉

用牛、養鶏が主流をなすものと見込まれる。 

  イ 推進の方向 

（ア）温州みかんについては、温暖な気候を生かし消費者ニーズに即した優良品種への更新、農地の保全対策と併せた土づくり対策、経営規模拡大

対策、高能率農業機械及び施設の共同利用による生産性の向上を図る。また、その他かんきつ類と組み合わせた周年供給の産地化を図る。一

方、うめについては、紀南地域を中心として新規参入者の受け入れやかんきつとの複合経営を推進する 。 

（イ）肉用牛、養鶏にあっては、耕種農家との連携により水田での飼料用稲や飼料作物の集団化、耕種農家との連携による未利用稲わらの確保並び

に地力の維持増進に努める。また、畜産排せつ物の適正な管理による良質堆きゅう肥の生産と効率的な利用を図る。 

（ウ）「地産地消」運動の展開を通じ、野菜等の多様な産地を育成する。 
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（６）主な営農類型                                                                                                                 

     ア  各農業地帯において該当する営農類型 

営農類型名 北勢農業地帯 中南勢農業地帯 伊勢志摩農業地帯 伊賀農業地帯 東紀州農業地帯                           

                          

                          

  

                          

                           

                          

                           

                          

                           

                          

                           

                          

                           

                          

                           

                          

                           

                          

                           

主穀中心Ｂ（大規模） ○ ○ ○   

主穀中心Ｃ（集落営農

） 
○ ○ ○ 〇  

ハウストマト（土耕） ○ ○ ○  ○ 

ハウスいちご ○ ○ ○ ○ ○ 

露地野菜 ○ ○ ○ ○  

かんきつ   ○  ○ 

なし 

（直売＋市場出荷） 
○ ○ ○ ○  

ぶどう（直売中心）    ○  

うめ     ○ 

施設鉢物 ○ ○ ○ ○  

花木中心 ○ ○    

茶個別経営（小売） ○ ○ ○   

茶大規模経営（雇用型

） 
〇 〇    

酪農Ａ ○ ○ ○ ○ ○ 

和牛去勢肥育 ○ ○ ○ ○ ○ 

和牛雌肥育 ○ ○ ○ ○  

和牛一貫 ○ ○ ○ ○ ○ 

養豚一貫 ○ ○ ○ ○ ○ 

採卵鶏 ○ ○ ○ ○ ○ 
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  イ 主な経営類型 

経営類型 
延作付面積 

（経営規模） 

労働力構成 
主  な  資  本  装  備 備 考 

家族・役員 雇用 

  主穀中心Ｂ 

（大規模）経営 

水田（水稲、麦、

大豆）130hａ 

人

2.5 

     人 

      2.5 

農作業舎、育苗ハウス、トラクタ、乗用管理機、播種機、田植機、ブロードキャ

スタ、溝掘機、コンバイン、循環型穀物乾燥機、トラック 

 

 

  主穀中心Ｃ 

（集落営農）経営 

水田（水稲、麦、

大豆）    35ha 10 

 

       

育苗ハウス、トラクタ、乗用管理機、播種機、田植機、ブロードキャスタ、溝掘

機、コンバイン、循環型穀物乾燥機、トラック 

 

 

  ハウストマト 

（土耕）経営 

  ハウス 10,000 

㎡ 3 

 

2 

作業場、鉄骨ハウス、潅水装置、暖房機、トラック、トラクタ、管理機  

 

  ハウスいちご 

経営 

  ハウス 4,000㎡ 

 3 

 

1 

パイプハウス、作業舎、電照施設、かん水施設、育苗施設、軽トラック、暖房機  

 

  露地野菜中心 

 経営 

  露地    6.0ha 

 3 

 

1 

作業場、乗用トラクタ、管理機、動力噴霧器、トラック、全自動移植機 

 

 

 

 かんきつ経営 

 

  果樹園 1.6ha 

   2.5 

 

  0.5 

格納庫、貯水槽、防鳥防風棚、軽トラック、管理機、動力噴霧器 

 

 

 

  なし（直売＋市

場出荷）経営 

  果樹園 1.0ha 

   2.5 

 

  0.5 

格納庫、果樹棚、スピードスプレアー、軽トラック、トラクタ 

 

 

 

  ぶどう 

(直売中心)経営 

  果樹園  1.0ha 

     2.5 

 

  0.5 

格納庫、ハウス、果樹棚、軽トラック、ハウス加温機 

  

 

 

  うめ経営 

   

  果樹園 2.0ha 

 2 

 

1 

格納庫、貯水槽、スピードスプレアー、軽トラック、モアー 

 

 

 

 施設鉢物経営 温室 9,000㎡ 

2 

 

3 

温室、倉庫、遮光施設、暖房機、トラック、動噴  

 

花木中心経営 露地 3.2ha 

2 

 

1.5 

倉庫、トラック、トラクタ、動噴  

 

  茶個別経営 

（小売） 

  茶園 4.0ha 

 2 

 

  0.5 

製茶機械、生産管理装置、防霜ファン、乗用型摘採機、乗用型防除機、トラック

                                                

 

 

茶大規模経営 

（雇用型） 

茶園  30.0ha 

2 

 

6 

製茶機械、生産管理装置、防霜ファン、乗用型摘採機、乗用型防除機、乗用型茶

園管理機、トラック 
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経営類型 経営規模 
労働力構成 

主  な  資  本  装  備 備 考 
家族・役員 雇用 

  酪農Ａ経営 

 

 

  経産牛 50頭 

  育成牛 26頭 

 飼料作物 

      10.0ha 2 

 

 

 

0.5 

畜舎、堆肥舎、牛ふん乾燥舎、パイプラインミルカー、バルククーラー、バーン

クリーナー、自動給餌車、ショベルローダー、トラック 

 

 

 

 

  和牛去勢肥育 

経営 

  黒毛和牛去勢  

  150頭 2 

 

0.5 

畜舎、堆肥舎、農舎、トラック、ショベルローダー、飼料配合機、牛衝器、トラ

クタ、ロールベーラ 

 

 

 和牛雌肥育経営 

 

 黒毛和牛雌  

 100頭 2 

 

 

畜舎、堆肥舎、農舎、トラック、ショベルローダー、飼料配合機、牛衝器、トラ

クタ、ロールベーラ 

 

 

 和牛一貫経営 

 

繁殖牛50頭 

肥育牛100頭 

育成牛17頭 

飼料作物4ha ２  

畜舎、堆肥舎、農舎、トラック、ショベルローダー、飼料配合機、牛衝器、トラ

クタ、ロールベーラ 

 

  養豚一貫経営 

  

  繁殖雌豚100頭 

  繁殖雄豚  4頭 2 

 

 

肥育・育成舎、分娩離乳舎、種豚舎、ふん尿処理施設、汚水浄化施設、消毒ゲー

ト、トラック、豚衡器 

 

 

  採卵鶏経営 

 

  採卵鶏   

50,000羽   2.5 

 

3.5 

成鶏舎、 育すう舎、集卵機、鶏ふん攪拌機、動力噴霧器、トラック 
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第６ 農業の近代化のための施設の整備に関する事項 

 

本県の農業は、恵まれた自然的、地理的条件を生かし多様化する農産物の安定供給に大きな役割を果たしてきたが兼業化、混住化、高齢化の進行及び

農業労働力の流出等農業、農村をとりまく環境は今後とも厳しいものと予想される。 

このような状況の中で農産物の安定供給確保等のため、農業経営の安定と意欲ある農業者の規模拡大による生産性の高い活力ある農業、並びに、地産

地消の考えを踏まえた農業の展開を図ることが極めて重要となっている。 

このためには、農地の利用集積・集約化をはじめとする農用地の計画的な利用と農業生産基盤整備の推進と相まって、農業生産の専門化、協業化によ

る近代的な農業生産体系を前提とした高性能な農業機械の導入及び、AI や IoT、ロボット等スマート農業の実装、大型で高能率な近代化のための施設等

の整備を進める必要がある。また同時に消費の多様化、流通チャンネルの多様化、農産物加工の多様化等に対応した流通体制の確立と流通加工施設の整

備を図るとともに、農業環境三法（肥料の品質の確保等に関する法律、持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律、家畜排せつ物の管理の適

正化及び利用の促進に関する法律）に基づき、環境に配慮した農業の推進、農業廃棄物のリサイクル及び回収体制の整備を推進する。 

１ 重点作物別の構想 

（１）水稲 

本県の特色・優位性を生かして早生・良食味品種を基幹的品種として推進していくとともに、意欲ある農業者への水田の利用集積の円滑化を図る

ため奨励品種や消費者の嗜好等に配慮しつつ作付品種バランスの適正化による作期分散、省力化、低コスト化等の取組みを進める必要がある。  

このため、大規模育苗施設、大規模乾燥調製施設並びに低温貯蔵庫等の計画的な整備拡充を促進し、これらの地域基幹施設を核とした地域農業の

組織化を推進し、種子の温湯消毒、直播栽培、無人ヘリコプター、ドローンなどの活用による効率的な営農体制を確立する。 

（２）麦類 

適地適作を基本とし、地域合意に基づく土地利用計画のもと、集団・団地化を推進し、土壌条件等を勘案した排水管理等の徹底、効率的機械利用

等により定着、拡大を図るとともに、水稲、大豆（野菜）との組み合わせを基本とする２年３作型の高度利用を進める必要がある。 

このため、大規模乾燥調製施設等の計画的な整備拡充を図るとともに、需要に応じた流通合理化の促進を図る。 

（３）大豆 

適地適作を基本とし、地域合意に基づく土地利用計画のもと、集団・団地化を推進し、収穫機の導入等効率的な機械化体系の確立、土壌条件等

を勘案した排水管理の徹底等により定着、拡大を図るとともに、水稲、麦や野菜との組み合わせを基本とする２年３作型の高度利用を進める必要

がある。 

このため、選別調製施設並びに低温貯蔵施設等の計画的な整備拡充を図るとともに、需要に応じた流通合理化の促進を図る。 

（４）野菜 

地域の実情、消費者ニーズに応じた販売戦略等と連携し、団地化、省力機械化体系の導入を促進するとともに、「地産地消」運動の展開を通じ

て安全で安心な生鮮食料品を卸売市場、産直、朝市等多様な流通・販売チャンネルに対応し安定的に出荷できる体制の確立を図る。 

このため、育苗、選別、予冷施設等共同利用施設の整備拡充を促進する。 
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（５）花き・花木  

土地利用調整による団地化、機械化による省力化等を推進し、市場の大型化並びに「地産地消」運動等の展開を通じた多様な流通・販売チャン

ネルの確立を図る必要がある。 

このため、省力化機械の共同利用等を推進するとともに、種苗供給、流通販売施設等の整備拡充を図る。 

（６）果樹 

樹園地の再編、園内作業道の整備と併せて省力化機械の導入を図る一方、優良系統への品種更新、施設化やマルチ栽培、点滴灌水施設等の導入

を促進するとともに、光センサー選果機を導入して統一した品質管理に基づいた生産流通体制を確立する必要がある。 

このため、樹園地の利用集積と併せて高性能防除機等の共同利用を推進するとともに、高性能な選果施設及び流通販売施設等の整備拡充を図る。 

（７）茶 

管理の省力化及び品質の向上を図るとともに、加工及び流通販売体制の合理化によって多様な実需者・消費者ニーズに対応する必要がある。 

このため、茶園の再編、利用集積等と併せて地域に応じた高性能な茶園管理機等の効率的な利用を推進するとともに、整備統合等による製茶施設

の大型化、近代化並びに流通販売施設等の整備拡充を図る。 

（８）飼料作物 

耕種農家との連携による団地化、荒廃農地等遊休地の活用、未利用地の草地整備等により飼料作物の拡大、定着化を図る必要がある。 

このため、ロールベーラ・ラッピングマシーン等の導入による省力化並びに機械施設の共同利用による低コスト化を推進する。 

（９）肉用牛 

経営規模拡大、耕種農家・肥育素牛生産農家等との連携により、生産の安定とコストの低減等を図る必要がある。 

また、家畜排せつ物処理施設の整備については、おおむね完了しているものの、経営規模の拡大や混住化の進展に対応するため、引き続き家畜

排せつ物の処理及び利用に必要な施設・機械等を整備するとともに、消費者ニーズに対応した安全で高品質な牛肉の生産を推進するため、生産農

場におけるＨＡＣＣＰ方式を取り入れた飼養管理の普及を促進する。 

（１０）酪農及び牛乳 

経営規模拡大、ヘルパー等支援組織の活用、耕種農家との連携、高品質生乳生産等の推進により生産の安定と省力化等を図る必要があり、生産

農場におけるＨＡＣＣＰ方式を取り入れた飼養管理の普及を促進する。 

また、家畜排せつ物処理施設の整備については、おおむね完了しているものの、経営規模の拡大や混住化の進展に対応するため、引き続き家畜

排せつ物の処理及び利用に必要な施設・機械等の整備並びに、乳業施設の適正配置等による生乳流通及び集送乳の合理化を促進する。 

（１１）養豚 

家畜排せつ物処理施設の整備については、おおむね完了しているものの、経営規模の拡大や混住化の進展に対応するため、引き続き家畜排せ

つ物の処理及び利用に必要な施設・機械等の整備を促進する。 

また、消費者ニーズに対応した安全で高品質な豚肉の生産を推進するため、生産農場におけるＨＡＣＣＰ方式を取り入れた飼養管理の普及を促

進する。 
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（１２）採卵鶏 

    家畜排せつ物の適切な管理・利用並びに消費者のニーズに対応した安全で高付加価値の生産等が求められている。 

このため、経営規模の拡大や混住化の進展に対応した家畜排せつ物の処理利用に必要な施設・機械等のほか、取扱性を高めるペレット化機械等

を整備するとともに、生産農場におけるＨＡＣＣＰ方式を取り入れた飼養管理の普及とともに銘柄鶏卵の生産を促進する。 

（１３）肉用鶏 

    家畜排せつ物の適切な管理・利用並びに消費者のニーズに対応した安全で高付加価値の生産等が求められている。 

このため、経営規模の拡大や混住化の進展に対応した家畜排せつ物の処理利用に必要な施設・機械等のほか、取扱性を高めるペレット化機械

等を整備するとともに、生産農場におけるＨＡＣＣＰ方式を取り入れた飼養管理の普及とともに銘柄鶏の生産を促進する。 

２ 農業地帯別の構想 

（１）北勢農業地帯 

この地域の農業生産は、都市近郊の立地条件を生かし施設野菜、露地野菜、茶、花き・花木等を中心とした産地形成が見込まれ、水稲、麦、大豆

等の土地利用型作物については、集団化による生産性の向上が望まれる。また、畜産については肉用牛の経営規模の拡大と飼料用米及び飼料作物の

拡大による酪農、養鶏及び養豚の規模拡大が見込まれる。 

以上のことから、本地帯の今後における農業近代化施設の整備の方針は次のとおりである。 

  ア 水稲・麦類 

意欲ある農業者を中心とした生産組織及び農作業受委託組織等における大型機械化体系による生産性の高い水稲・麦づくりを推進する。その

ため、大規模育苗施設、大規模乾燥調製施設、低温貯蔵施設等の整備拡充を図る。 

  イ 大豆 

単収・品質の向上並びに省力化を推進するため、意欲ある農業者を中心とした生産組織及び農作業受委託組織等における高性能収穫機械、選別

調製施設並びに、低温貯蔵施設等の整備を図る。 

  ウ 露地野菜（はくさい、さといも、キャベツ、なばな等） 

地域の実情に応じた集団産地の育成と生産性の向上を推進するため、共同育苗施設、集出荷施設等の整備を図る。 

  エ 施設野菜（トマト等） 

省エネルギー対策に配慮し、品質の改善、地域の実情に応じた産地の育成及び生産性の向上を推進するため、共同育苗施設、温室等集中管理

施設、共同集出荷施設等の整備を図る。また、規模拡大に応じた省力化や労働過重の軽減を図るため高性能作業機械、低コスト耐候性ハウス・

養液栽培システム等の高度栽培施設の導入を促進する。 

  オ 花き・花木 

花きについては、生産、流通の省力化、低コスト化を推進するため、地域の実情に応じて土壌消毒機等の高性能機械、共同育苗施設、集出荷施

設等の整備を図る。また、花木については、地域の実情に応じて省力化機械、土壌改良機並びに、植木生産流通基地の整備を図る。 

  カ 茶 
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低コスト・高品質茶生産のため、地域の実情に応じて茶園の再編、利用集積等と併せて地域に応じた高性能茶園管理機械等の効率的な利用等

を推進するとともに、加工及び流通販売体制の合理化のため、整備統合等による製茶施設の大型化、近代化並びに流通販売施設等の整備拡充を

図る。 

  キ 飼料作物 

飼料作物の自給率の向上を図るため、耕種農家との連携等を通じ水田等における飼料用稲及び飼料作物の作付けの拡大、低・未利用地の活用、

生産技術・優良草種の導入等による生産性の向上、稲わら等未利用資源の活用と併せ、土地条件の整備と相まって共同作業の促進及び、機械施設

等の整備を推進する。 

  ク 肉用牛 

経営規模の拡大、飼養管理技術、繁殖能力の向上による和牛子牛生産の拡大を図り、地域内一貫、経営内一貫を推進するとともに、家畜排せ

つ物の適正な管理・利用並びに稲わら等の農業副産物等の有効利用を図るため、家畜排せつ物処理施設、堆肥散布・稲わら収集に必要な機械等

の整備をする。 

  ケ 酪農及び牛乳 

担い手育成及び確保、酪農ヘルパー制度の活用による労働力の軽減、飼養及び搾乳に関する技術の高度化等による乳量の増大、優良牛群の確

保、自給飼料の活用、流通の合理化を通じた経営体質の改善、家畜排せつ物の適正な管理及び有効利用のための施設整備を促進する。 

  コ 養豚 

飼養管理技術、衛生管理技術の向上を通じた安全性の高い豚肉の低コスト生産による経営体質の改善、家畜排せつ物の適正な管理及び有効利用

を図るための施設整備を促進する。 

  サ 採卵鶏 

一層の低コスト化や鶏卵の安全性の確保が求められているほか、付加価値の高い鶏卵へのニーズも生じていることから、飼養管理技術、衛生管

理技術の向上、流通の合理化等を通じた経営体質の改善、家畜排せつ物の適正な管理及び有効利用のための施設整備を促進する。 

  シ 肉用鶏 

消費者ニーズの多様化等に対応した地鶏等の高付加価値の鶏肉の生産、飼養・管理技術の向上を通じた経営体質の改善、家畜排せつ物の適正な

管理及び有効利用のための施設整備を促進する。 

（２）中南勢農業地帯 

この地域の農業生産は、施設野菜、露地野菜、茶、花き･花木、果樹等を中心とした産地形成が見込まれ、水稲、麦、大豆等の土地利用型作物に

ついては、集団化による生産性の向上が望まれる。また、畜産については肉用牛の産地拡大と飼料用米及び飼料作物の拡大による乳用牛の規模拡大

が見込まれる。 

以上のことから、本地帯の今後における農業近代化施設の整備の方針は次のとおりである。 

  ア 水稲・麦類 

北勢農業地帯に準ずる。 
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  イ 大豆 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ウ なし・かき 

集団産地の育成と生産流通の合理化並びに立地条件を生かした多様な流通を推進するため、地域の実情に応じて省力化機械の導入、施設化、集

出荷及び選果施設の高度化を図る。 

  エ 露地野菜（キャベツ､大根､人参、レタス、なばな、モロヘイヤ、伊勢いも等） 

北勢農業地帯に準ずる。 

    オ 施設野菜（いちご、トマト等） 

省エネルギー対策に配慮し、品質の改善、地域の実情に応じた産地の育成及び生産性の向上を推進するため、共同育苗施設、温室等集中管理施

設、共同集出荷施設等の整備を図る。また、規模拡大に応じた省力化や労働過重の軽減を図るため高性能作業機械、低コスト耐候性ハウス・養液

栽培システム等の高度栽培施設の導入を促進する。 

  カ 花き・花木 

北勢農業地帯に準ずる。 

  キ 茶 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ク 飼料作物 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ケ 肉用牛 

北勢農業地帯に準ずる。 

  コ 酪農及び牛乳 

北勢農業地帯に準ずる。 

  サ 養豚 

北勢農業地帯に準ずる。 

  シ 採卵鶏 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ス 肉用鶏 

北勢農業地帯に準ずる。 

（３）伊勢志摩農業地帯 

この地域の農業生産は、施設野菜、露地野菜、茶、花き、果樹等を中心とした産地形成が見込まれ、水稲、麦、大豆等の土地利用型作物について

は、集団化による生産性の向上が望まれる。また、畜産については肉用牛の産地拡大と飼料用米及び飼料作物の拡大による乳用牛の規模拡大が見込
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まれる。 

以上のことから、本地帯の今後における農業近代化施設の整備の方針は次のとおりである。 

  ア 水稲・麦類 

北勢農業地帯に準ずる。 

  イ 大豆  

北勢農業地帯に準ずる。 

  ウ かんきつ・かき 

中南勢農業地帯（なし・かき）に準ずる。 

  エ 露地野菜（ねぎ､キャベツ、カボチャ等） 

北勢農業地帯に準ずる。 

  オ 施設野菜（いちご、トマト等） 

中南勢農業地帯に準ずる。 

  カ 花き 

北勢農業地帯に準ずる。 

  キ 茶 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ク 飼料作物 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ケ 肉用牛 

北勢農業地帯に準ずる。 

  コ 酪農及び牛乳 

北勢農業地帯に準ずる。 

  サ 養豚 

北勢農業地帯に準ずる。 

  シ 採卵鶏 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ス 肉用鶏 

北勢農業地帯に準ずる。 

（４）伊賀農業地帯 

水稲を基幹とする土地利用型農業の一層の展開と国営青蓮寺農地開発地区を中心に、ぶどう、露地野菜等の畑作の進展、畜産については、肉用牛
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を中心に発展が望まれる。 

以上のことから、本地帯の今後における農業近代化施設の整備の方針は次のとおりである。 

  ア 水稲・麦類 

北勢農業地帯に準ずる。 

  イ 大豆 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ウ ぶどう・かき 

国営青蓮寺農地開発地を中心に大粒種、大果種を主体とした生産団地を育成するとともに、地域の立地条件を生かした観光農業及び多様な流

通を推進するため、施設化、販売流通施設等の高度化を図る。 

  エ なし 

産地規模については現状を維持しながら、集出荷体制の再編を推進するため、選果施設の高度化を図り小規模産地の生産体制を強化する。ま

た、地域の実情に応じて省力化機械の導入を図る。 

  オ 露地野菜（はくさい、キャベツ、アスパラガス等） 

北勢農業地帯に準ずる。 

  カ 施設野菜（いちご等） 

中南勢農業地帯に準ずる。 

  キ 花き・花木 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ク 飼料作物 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ケ 肉用牛 

北勢農業地帯に準ずる。 

  コ 酪農及び牛乳 

北勢農業地帯に準ずる。 

  サ 養豚 

北勢農業地帯に準ずる。 

  シ 採卵鶏 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ス 肉用鶏 

北勢農業地帯に準ずる。 
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（５）東紀州農業地帯 

この地域の農業生産は、稲作を中心として土地利用型農業の組織化による生産性の向上が見込まれるが、平坦水田地帯においては施設野菜、花き

等の産地形成が見込まれる。また東紀州地区を中心としてかんきつ類の主産地形成が進んでいる。畜産については、肉用牛、酪農及び養鶏の発展が

期待される。 

以上のことから、本地帯の今後における農業近代化施設の整備の方針は次のとおりである。 

  ア 水稲・麦類 

北勢農業地帯に準ずる。 

  イ 大豆 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ウ かんきつ 

樹園地の再編、園内作業道の整備と併せて省力化機械の導入を図る一方、優良系統への品種更新、施設化やマルチ栽培、点滴灌水施設等を促進

するとともに、導入した光センサー選果機等を有効に活用し品質本位の生産流通体制の充実を図る必要がある。 

そのため、樹園地の利用集積と併せて高性能防除機等の共同利用を推進するとともに、高性能選果施設及び流通販売施設等の整備拡充を図る。  

    エ うめ 

集団産地の育成、加工まで含めた流通体制の整備を推進する。そのため、園地整備、集出荷施設、加工施設の整備を図る。 

  オ 施設野菜（いちご、トマト等） 

中南勢農業地帯に準ずる。 

  カ 花き 

北勢農業地帯に準ずる。 

  キ 茶 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ク 飼料作物 

北勢農業地帯に準ずる。 

  ケ 肉用牛 

北勢農業地帯に準ずる。 

  コ 酪農及び牛乳 

北勢農業地帯に準ずる。 

  サ 養豚 

北勢農業地帯に準ずる。 

  シ 採卵鶏 
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北勢農業地帯に準ずる。 

  ス 肉用鶏 

北勢農業地帯に準ずる。 

３ 広域整備の構想 

（１）農業機械化センター 

生産における省力化、低コスト化並びに、スケールメリットを発揮し得る生産体制の整備を図るため、農業機械銀行並びに大型機械リースなどを

推進する。 

また、広域的に生産から流通に至るまでの各段階を有機的に結び、その効果を十分発揮し得るような管理体制の整備を図るため、生産、流通計

画、情報の処理、農業技術、経営の指導等の集中事務を行う管理センターの設置を推進する。 

（２）共同集出荷施設 

  ア 野菜 

多様化する流通に対処し、安全・安心で効率的な生鮮食料品の流通を図るため、基幹施設である卸売市場をはじめ、消費者側のニーズに対応し

た、出荷、配送、調製等を広域的に行なう近代的な青果物広域流通センターの設置を推進し、流通コストの低減、効率化等を図る。 

  イ 果樹 

果実の集出荷規模を拡大し、低コスト流通を図るとともに、品質の安定化や高品質果実の独自ブランドの設定等により市場評価を高めるため、

広域集出荷施設、貯蔵施設、選果施設の高度化を図る。 

  ウ  花木 

流通の省力化、低コスト化を図るため、広域生産流通施設の整備を推進する。 

  エ 茶 

共同販売体制の確立によって荒茶取引の安定、多様な実需者、消費者ニーズに対応するとともに、茶流通の省力化、低コスト化、高品質化を図

るため、茶の集出荷貯蔵施設等の高度化を推進する。 

（３）共同処理加工施設 

多様化する流通に対処し、高付加価値で安全・安心な農業生産物の流通を促進するため、地域に応じた共同処理加工施設の整備を推進する。 

（４）その他 

優良品種の導入、品質向上等を促進するため種子並びに種苗供給施設の整備を推進する。また、家畜排せつ物ふん尿の適切な管理・利用並びに稲

わら、食品残さ等の農業副産物等の効率的、有効的な利用を推進するため、耕種農家等の連携強化を推進するとともに、有機性資源の循環利用のた

めの基幹的施設の整備を推進する。 
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第７ 農業を担うべき者の育成及び確保のための施設の整備に関する事項 

 

１ 農業を担うべき者の育成及び確保のための施設の整備の方向 

農業を担うべき者の育成及び確保を図るため、多様な就農ルートを通じた幅広い人材の確保、育成並びに、地域の実情に即した法人経営を含め多様

な形態による農業経営の展開を図る必要がある。 

このため、研修・教育施設、就農等情報提供施設、就農相談施設等の充実並びに、農村女性が持てる能力を十分に発揮できる条件整備を推進すると

ともに、関係機関の連携強化を図る。また、農村において安心して生活できる環境の整備を推進する。 

２ 農業を担うべき者の育成及び確保のための施設の整備 

農業を担うべき者の育成・確保を図るため、三重県農業大学校の充実を図るとともに、市町等による就農支援施設、学童農園の開設及び農業団体等

における農作業体験施設の整備を推進する。 

このほか、Ｕ・Ｉターン就農者に対する住宅施設や公益的施設についても、地域の状況に応じ優良農地の保全に配慮しつつ計画的な整備を推進す

る。 

３ 農業を担うべき者の育成及び確保のための活動 

農業を担うべき者の育成及び確保のために、多様な就農ルートや企業の参入ルートを通じて就農・参入を促進する必要がある。このため、(公財)

三重県農林水産支援センターを核として、新規就農・参入から地域の担い手として成長するまでの各段階において総合的に支援する体制の整備を図

るとともに、地域農業再生協議会や農業委員会等との連携を図り、相談、情報提供などの活動を促進する。 

また、三重県農業大学校を農業者育成のための中核的な教育機関として位置づけ、農業高校との連携を促進するとともに、小中学校における農業体

験学習への取組みを促進し、次世代を支える若い元気な担い手の確保・育成に向けて、新規就農希望者、農業者等のニーズに沿った実践的な教育をは

じめ、卒業生の就農定着支援対策、Ｕ・Ｉターン・中高年の就農希望者に対しての就農準備研修等の充実を図る。 

このほか、農村における女性の農業経営や地域の方針決定の場への参画を促進するとともに、高齢者等が技術、能力並びに伝統を活かし生きがいを

もって農業生産活動等ができる環境づくりを推進する。 
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第８ 農業従事者の安定的な就業の促進に関する事項 

 

１ 農業従事者の安定的な就業の促進の目標 

本県の産業構造の推移をみると、第二次・第三次産業が飛躍的に伸び、特に高度経済成長期には北勢地域を中心に臨海工業が進出するとともに近

年においては、中北勢、伊賀地域への内陸性工業の立地がみられ、県内陸部への企業立地が活発化している。 

この間、本県の農業は全般的にこれらの安定した就業先の出現と交通網の整備により通勤兼業化が進み、この傾向は今後とも続くものと見込まれ

る。 

一方、農村は、農業者を含めた地域住民の生活の場であり、そのような場で農業が持続的な発展を果たすことにより、農産物の安定供給確保をはじ

め県土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等の多面的機能を適切かつ十分に発揮することが求められている。  

このような状況から、農業が持続的な発展を果たすためには、意欲ある農業者を育成し、これらの農業経営が生産性の高い農業を確立することが重

要である。このため、農業者等の創意工夫を生かした農業経営展開、優良農地の集積・確保及び有効利用、人材の育成確保、農業技術等の開発普及、

農業生産基盤の整備、生活環境基盤等集落をとりまく各種基盤の整備と併せて、地域の特色を生かした農産物加工、地域資源・観光資源を活かしたグ

リーン・ツーリズムや地場産業の振興、地域内で投資を繰り返す地域内経済循環型産業の推進、農村への工業等の計画的な導入、高度情報通信基盤を

活用した新しい産業の導入等を推進する。 

２ 農村地域における就業機会の確保のための構想 

（１）基本的構想 

農村地域への産業の導入にあたっては、優良農用地の保全と土地の高度利用、地域における諸計画との調和を図りつつ、農業構造の改善に関する

施策との関連に留意し、農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（昭和 46 年法律第 112 号）に基づき成長性と安定性のある産業を積極的に

導入する。また、山村振興対策事業等により整備される地域農林水産物の加工利用、高付加価値化のための施設、地域資源を活かした地場産業、グ

リーン・ツーリズムなど観光農林漁業等の活用や地域内経済循環型産業の推進などにより、地元における安定的な就業機会の確保を図るものとす

る。 

なお、この場合、公害の防止及び自然環境の保全に留意するものとする。 

（２）農業従事者の就業の目標 

農村地域への産業の導入に伴い増加する労働力の需要に対しては、農業生産の担い手の育成確保に十分配慮しつつ、農外就労を希望する兼業従

事者を重点的に充てるものとし、雇用構造の改善に資するものとする。 

（３）就業の円滑化計画 

農村地域に導入された産業に兼業従事者が円滑に就労することを促進するため、雇用情報の提供、就業安定化の促進のための相談、指導、助言等

を行うことにより労働力需給の円滑化を図るものとする。 
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第９ 農業構造の改善を図ることを目的とする主として農業従事者の良好な生活環境を確保するための施設の整備に関す  

る事項 

 

１ 生活環境施設の整備の必要性 

景観が優れ、豊かで住み良い農村とするためには、地域の特性に応じ農業と他産業が調和し発展することが重要であり、農業従事者をはじめとし他

産業従事者等の参加と連携による農村空間を創造し、農業生産活動が行われることにより生ずる農村の持つ多面的機能が十分発揮される必要がある。 

このような状況において、農業的土地利用と非農業的土地利用の秩序ある計画的な土地利用に基づいて、生産活動と生活活動の両面での基盤の整

備を一体的に実施することが求められる。 

このため、地域住民の積極的な参加を得ながら活性化施設、交流施設等の整備を進め、担い手農家と兼業農家等との連帯感の醸成はもとより、次

代の農業を担う農業後継者の確保、農業従事者等の福祉の向上、健康増進、文化的活動の助長を図り、併せて情報化への対応も含めて農村地域にお

ける生活環境の総合的な整備を図る。 

２ 生活環境施設の整備の構想 

生活環境施設の整備にあたっては、農用地利用計画との整合を図り優良農地の確保に留意するとともに幅広い住民の参加と、この過程における農

村地域づくりに対する参加意識の醸成にも資するよう努め、これら施設の適正かつ効率的な整備を図るものとする。 

また、これら整備にあたっては自然環境の保全、良好な景観の形成等農業生産活動により生じる多面的機能の発揮、魅力ある田園空間の形成及び地

域資源の循環利用の促進に資するよう配慮し、次により計画的な整備を推進する。 

（１）都市とそん色ない高水準の情報提供により、地域の活性化や地域住民の利便性の向上に資するため、民間主導を原則としつつ高度な情報通信基盤

の整備を推進する。 

（２）農村における適切な教育環境の整備、社会教育施設及び健康増進施設等の整備を推進するとともに、その効率的かつ高度な利用を促進するととも

に、農村において受け継がれてきた多様な伝統文化について、その保全及び継承についても配慮する。 

（３）農村におけるグリーン・ツーリズム等や生活文化活動の場となる施設の整備を推進する。 

（４）農村における高齢化の進展を踏まえ、高齢者の保健福祉サービスの充実、公共施設等のバリアフリー化の促進等により、高齢者が安心して活動で

きる農村環境整備を推進する。 

（５）農業活動に起因する廃棄物については、三重県農業用使用済プラスチック適正処理基本方針等により、その適正処理と有効活用を推進する。 


